
下水道事業経営のあり方について

第２回 茨木市水道・下水道事業審議会
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建設部 下水道課
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１ 下水道事業の財務の仕組み
（１）下水道事業の財務について
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（２） 雨水処理・汚水処理の原則

雨水処理費等雨水処理費等雨水処理費等雨水処理費等

まちの浸水対策
・ポンプ稼動による雨水の排除
・地震対策（雨水分）

水質の管理と保全

汚水処理費汚水処理費汚水処理費汚水処理費

生活環境の保全
・生活等排水の排除
・汚水処理

地震対策（汚水分）
管渠・施設の老朽化対策（汚水分）

維持管理費

管渠・施設の老朽化対策（汚水分）

公費負担
（一般会計繰入金）

私費負担
（下水道使用料）

雨水公費雨水公費雨水公費雨水公費・・・・汚水私費汚水私費汚水私費汚水私費のののの原則原則原則原則
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茨木市における汚水処理費にかかる財源の状況

汚水処理費 汚水処理費にあてる収入

・維持管理費
・改築更新費
・元金償還金
・利子

一般会計繰入金
（基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金）

一般会計繰入金一般会計繰入金一般会計繰入金一般会計繰入金
（（（（基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金））））

使用料使用料使用料使用料

企業債企業債企業債企業債・・・・
国国国国のののの交付金交付金交付金交付金

・利子

等

（（（（基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金））））
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管渠の老朽化の予測
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管渠延長
単位：㎞
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（３） 建設費について

10

12

・・・・老朽化管渠老朽化管渠老朽化管渠老朽化管渠のののの改築改築改築改築・・・・更新更新更新更新

・・・・管渠管渠管渠管渠・ポンプ・ポンプ・ポンプ・ポンプ場場場場のののの耐震化耐震化耐震化耐震化

・ポンプ・ポンプ・ポンプ・ポンプ場場場場のののの電気機器類電気機器類電気機器類電気機器類のののの更新更新更新更新

改築更新費
単位：億円

下水道施設の更新投資による支出の試算

事業の継続のためにかかる支出

（（（（第第第第5次総合計画次総合計画次総合計画次総合計画ベースでのベースでのベースでのベースでの算出算出算出算出））））
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【【【【今後今後今後今後のののの推移推移推移推移】】】】
管渠については、平成40年で標準耐用年数である50年を経過する管渠延長が約107㎞であ

り、年々増加することから、年間約10億円程度の事業費が必要。
※ただし、市の財政状況、国の交付金の導入状況により、事業費は見直される場合がある。
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建設費（改築・更新）の財源内訳
補助事業補助事業補助事業補助事業

（（（（幹線管渠幹線管渠幹線管渠幹線管渠・ポンプ・ポンプ・ポンプ・ポンプ場場場場））））
単独事業単独事業単独事業単独事業
（（（（末端管渠末端管渠末端管渠末端管渠））））

国の交付金
50%

企業債

世代間の公平性を図るために企業債を財源として工事を実施し、下水道施設
使用者の受益負担（使用料）でその借入れ金の元金、利子を償還していく。

平成26年度までの借入金の元金償還期間：30年
平成27年度以降の借入金の元金償還期間：40年 8

企業債



企業債償還推移
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企業債元金償還額
単位：億円

企業債残高
単位：億円

平成25年度償還額
約30億401万円
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維持管理費（汚水分）の推移

（４）維持管理費と使用料収入

懸念事項懸念事項懸念事項懸念事項
平成30年度より、大阪16

18

20

22

管渠・ポンプ場

流域下水道維持管理負担金

単位：億円 平成25年度維持管理費
約18億7965万円

(うち流域負担金：13億2857万円)

人孔蓋の修繕、管渠の清掃、ポンプ場の運営、流域下水道（処
理場及び大阪府所有の管渠）の維持管理負担金

平成30年度より、大阪

府の流域下水道事業
に企業会計が導入され
る予定。

現在、各事業者に対す
る維持管理負担金に
ついても増額すること
が検討されている。

実績値 予測値
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処理区域内人口

平成25年度実績
有収水量 30,277,674㎥

処理区域内人口
単位：人

有収水量
単位：千㎥

有収水量の減少について（予測値）
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収入予測収入予測収入予測収入予測(税抜税抜税抜税抜)

使用料収入の見通し（予測値）

単位：億円

※収入額は消費税を抜いて算定
現行料金体系での試算
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（５） 一般会計繰入金とその推移

一般会計繰入金の概要

基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金

雨水処理にかかる費用 雨水の排除、浸水対策などにかかる費用

汚水処理にかかる
対象となる費用は、国の通知により定められている

汚水処理にかかる
費用の一部

（公的な役割）

対象となる費用は、国の通知により定められている
・水質規制費用
・分流式下水道に要する費用
・高度処理費用 等

汚水処理にかかる
費用の不足分

本来なら使用料で賄うべき費用について、市長
及び議会の承認により、一般会計から赤字補填
がされているもの。

⇒⇒⇒⇒経営手法経営手法経営手法経営手法によりによりによりにより、、、、解消解消解消解消していくしていくしていくしていく

基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金
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一般会計繰入金の推移
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平成22年10月（19.9%改定）、
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14
決算値 43億1700万円 38億600万円 33億5500万円 31億8600万円 30億5600万円

平成25年度実績
基準内：23億2,283万円
基準外：7億2,872万円



２ 下水道事業の健全な経営のありかた

① 有収水量減少に伴う下水道使用料収入の

減少

（１） 茨木市下水道事業の経営課題

減少

② 下水道施設の更新投資による支出の増大

③ 経費回収率の向上

④ 下水道事業の継続したサービス提供
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経営状況の指標について
下水道事業の経営の規模、効果、効率性が的確であるかを判断するために、指標
となる項目の概要と、その計算方法についての説明

項目項目項目項目 説明説明説明説明 計算方法計算方法計算方法計算方法

使用料単価使用料単価使用料単価使用料単価

有収水量1 ㎥あたりの使用料収

入であり、使用料の水準。経費
回収率及びその分母である汚水

使用料収入使用料収入使用料収入使用料収入÷÷÷÷年間有収水量年間有収水量年間有収水量年間有収水量
（（（（35億億億億9,225万円万円万円万円÷÷÷÷30,237千千千千㎥㎥㎥㎥

※数値は平成25年度実績値

使用料単価使用料単価使用料単価使用料単価
処理原価と併せて事業経営上の
特徴、問題点を分析するのに用
いる。

（（（（35億億億億9,225万円万円万円万円÷÷÷÷30,237千千千千㎥㎥㎥㎥
≒≒≒≒118.8円円円円））））

汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価
有収水量1 ㎥あたりの汚水処理
費であり、その水準を示す。

汚水処理費汚水処理費汚水処理費汚水処理費÷÷÷÷年間有収水量年間有収水量年間有収水量年間有収水量
（（（（43億億億億2,542万万万万÷÷÷÷30,237千千千千㎥㎥㎥㎥

≒≒≒≒143.1円円円円））））

経費回収率経費回収率経費回収率経費回収率
汚水処理に要した費用に対する、
使用料による回収程度を示す指
標

使用料収入使用料収入使用料収入使用料収入÷÷÷÷汚水処理費汚水処理費汚水処理費汚水処理費
35億億億億9,225万万万万÷÷÷÷43億億億億2,542万円万円万円万円

≒≒≒≒83%））））
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汚水処理費と使用料収入の推移
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項目項目項目項目 概要概要概要概要

普及率普及率普及率普及率　　(%)　　(%)　　(%)　　(%) ②②②② 99.299.299.299.2 ③③③③ 98.998.998.998.9 ①①①① 99.899.899.899.8 ④④④④ 97.897.897.897.8
行政区域内人口に占める処理区域内人口
の割合で、当該事業の整備状況を表すも
の。

使用料単価使用料単価使用料単価使用料単価　　　(　　　(　　　(　　　(単位単位単位単位：：：：円)円)円)円) ③③③③ 118.8118.8118.8118.8 ②②②② 133.3133.3133.3133.3 ④④④④ 114.0114.0114.0114.0 ①①①① 170.4170.4170.4170.4

有収水量1 ㎥あたりの使用料収入であり、
使用料の水準。経費回収率及びその分母

茨木市茨木市茨木市茨木市 高槻市高槻市高槻市高槻市 吹田市吹田市吹田市吹田市 摂津市摂津市摂津市摂津市

他市との比較

使用料単価使用料単価使用料単価使用料単価　　　(　　　(　　　(　　　(単位単位単位単位：：：：円)円)円)円) ③③③③ 118.8118.8118.8118.8 ②②②② 133.3133.3133.3133.3 ④④④④ 114.0114.0114.0114.0 ①①①① 170.4170.4170.4170.4
使用料の水準。経費回収率及びその分母
である汚水処理原価と併せて事業経営上
の特徴、問題点を分析するのに用いる。

汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価　　(　　(　　(　　(単位単位単位単位：：：：円)円)円)円) ③③③③ 143.1143.1143.1143.1 ②②②② 150.0150.0150.0150.0 ④④④④ 113.0113.0113.0113.0 ①①①① 190.1190.1190.1190.1
有収水量1 ㎥あたりの汚水処理費であり、
その水準を示す。汚水処理費は、維持管
理費と資本費とに分けられる。

経費回収率経費回収率経費回収率経費回収率　　　(%)　　　(%)　　　(%)　　　(%)
（（（（使用料単価使用料単価使用料単価使用料単価÷÷÷÷汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価汚水処理原価））））

④④④④ 83.083.083.083.0 ③③③③ 88.788.788.788.7 ①①①① 100.8100.8100.8100.8 ②②②② 89.789.789.789.7
汚水処理に要した費用に対する、使用料
による回収程度を示す指標
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事業継続のための課題解決の必要性
私費で賄うべき、継続した
事業経営に必要な資金 実際の事業費

企業債企業債企業債企業債・・・・
国国国国のののの交付金交付金交付金交付金

・流域下水道（府）の企業会計化
による維持管理負担金の増額

・維持管理費
・改築更新費
・元金償還金
・利子

今後の事業継続における
懸念材料一般会計繰入金一般会計繰入金一般会計繰入金一般会計繰入金

（（（（基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金基準内繰入金））））

一般会計繰入金
（基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金基準外繰入金）

使用料使用料使用料使用料

国国国国のののの交付金交付金交付金交付金

継続した下水道事業の実施
⇒事業における赤字をどのように解消していくか

による維持管理負担金の増額

・国の交付金の金額は年々減少
傾向

・使用者、有収水量が減少した
場合、企業債の償還は継続して
行えるのか

等
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（２） 経営課題の解決方法

企業企業企業企業のののの経済性経済性経済性経済性

企業一般に通ずる経営原則としての合理性と能率
性を主として指すものであること。料金を徴収するこ
とができるものであるが、当該料金は公正妥当なも
のでなければならず、かつ、能率的な経営の下にお

地方公営企業経営の原則

企業企業企業企業のののの経済性経済性経済性経済性
ける適正な原価を基礎とし地方公営企業地方公営企業地方公営企業地方公営企業のののの健全健全健全健全なななな
運営運営運営運営をををを確保確保確保確保することができるものすることができるものすることができるものすることができるものでなければならな
い

公共福祉公共福祉公共福祉公共福祉のののの増進増進増進増進

住民の福祉を増進を目指して、事業を実施していく
こと。

下水道事業は、管渠などの施設を整備、雨水の排
除、汚水の処理によりまちの安全管理、公衆衛生を
確保し、住民の快適快適快適快適なななな生活環境生活環境生活環境生活環境をををを守守守守るるるることを目的と
している。
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(ⅰ) 一般会計基準外繰入金の継続
(ⅱ) 一般会計からの借入金
(ⅲ) 平準化債の活用
(ⅳ) 下水道施設（管渠、ポンプ場）の

改築、耐震化の先送り
(ⅴ) 効率的な組織運営

安定的な事業経営の具体的な対応案

(ⅴ) 効率的な組織運営
(ⅵ) 適正な使用料の見直し・改定

それぞれの方法の
メリット、デメリットは？ 21



(ⅰ) 一般会計繰入金の継続

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・現金の確保を行いやすく、資金不足の ・下水道施設使用に対する市税の投入に・現金の確保を行いやすく、資金不足の
解消が可能。

・下水道施設使用に対する市税の投入に
より本来の事業における独立採算制の原
則が守れていない。

・本来市税で行う各種の事業に対し、費
用がまわらない。
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(ⅱ) 一般会計からの借入れ

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・現金の確保を行いやすく、資金不足の ・下水道施設使用に対する市税の投入に・現金の確保を行いやすく、資金不足の
解消が可能。

・下水道施設使用に対する市税の投入に
より本来の事業における独立採算制の原
則が守れていない。

・元利償還を見越し、償還計画をたて、借
入限度額を定めなければいけない。
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(ⅲ) 平準化債の活用

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・減価償却費と元金償還金の差額分を借
り入れることで、資金不足解消の手助け
となる。

・新たな債務が発生することにより、後年
での資本費の増加及び利息の負担増。

・先行投資対策として、資本費を後年に
繰り延べることで、世代間の負担を公平
化できる。
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(ⅳ) 下水道施設（管渠、ポンプ場）の
改築、耐震化の先送り

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・改築及び耐震化を先送りすることによる ・施設に支障が発生し、機能の停止や道・改築及び耐震化を先送りすることによる
支出の減額

・施設に支障が発生し、機能の停止や道
路陥没事故等のリスクが増大

・維持管理から改築更新までのライフサ
イクルコストの増大

・利用者に対する下水道サービス提供の
持続性の確保が困難になる
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(ⅴ) 効率的な組織運営

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・費用の減少による支出の削減 ・包括的民間委託の活用による人員削減・費用の減少による支出の削減 ・包括的民間委託の活用による人員削減

が実施されると、経験に基づく技術の継
承が困難になる。

・利用者に対する下水道サービス提供の
持続性の確保が困難になる。
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(ⅵ) 適正な使用料の見直し・改定

メリットメリットメリットメリット デメリットデメリットデメリットデメリット
・効果的に実施した場合は財源確保が可 ・使用者の理解を得ることが必要。・効果的に実施した場合は財源確保が可
能となり経営が安定しやすい。

・公平かつ公正な形で、下水道使用者に
対し受益に見合うだけの負担を設定でき
る

・使用者の理解を得ることが必要。
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下水道事業経営課題解決にむけて

①有収水量減少に伴う下水道使

用料収入の減少

②下水道施設の更新投資による

茨木市下水道事業を

継続するための経営課題
解決のための具体的な対応案

(ⅰ) 一般会計基準外繰入金の継続

(ⅱ) 一般会計からの借入金

(ⅲ) 平準化債の活用

(ⅳ) 下水道施設（管渠、ポンプ場）の支出の増大

③経費回収率の向上

④下水道事業の継続した

サービス提供

具体的具体的具体的具体的なななな方法方法方法方法についてについてについてについて考考考考えをえをえをえを深深深深めめめめ、、、、下水道事業下水道事業下水道事業下水道事業をををを
持続持続持続持続しししし、、、、運営運営運営運営するためによりするためによりするためによりするためにより良良良良いいいい方策方策方策方策をををを考考考考えるえるえるえる

(ⅳ) 下水道施設（管渠、ポンプ場）の
改築、耐震化の先送り

(ⅴ) 効率的な組織運営

(ⅵ) 適正な使用料の見直し・改定
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